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まえがき 
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序文 

この標準報告書（TR）は，2014 年に第 1 版として発行された ISO/TR 17529 を基とし，技術的内容を変

更して作成した標準報告書（TR）である。 

なお，この標準報告書（TR）で側線又は点線の下線を施してある箇所は，対応国際標準報告書にはない

事項である。変更の一覧表にその説明を付けて，附属書 JA に示す。 

この標準報告書（TR）は，タイプ A 及びタイプ B 規格に基づいたリスクアセスメントプロセスを記載

することによって，JIS B 6032:2016 を使用する製造業者にガイダンスを提供する。 

例えば，標準報告書（TR）又はガイドラインのような文書は既に発行されている。ただし，それらは機

械だけの又は制御システムだけのリスクアセスメントについて一般的に記載したものである。製造業者は，

機械及び制御システムの側面を網羅したガイダンスを必要としている。 

この標準報告書（TR）は，機械及び制御を合わせたリスクアセスメントを扱う。すなわち，JIS B 6032:2016

の表 1 に示す主要な危険源に対して，JIS B 6032:2016 の箇条 5 及び箇条 6 に規定された保護方策によるリ

スク低減，及び JIS B 6032:2016 の 5.2 の要求パフォーマンスレベル（PLr）の選定を通じて実施したリス

クアセスメントの結果である。 

この標準報告書（TR）は，JIS B 6032:2016（ISO 28881:2013）の規格に基づいて，一般社団法人日本工

作機械工業会の作業部会と ISO/TC39/SC10 とが協力して作成したものである。 

対応国際標準報告書では，リスクアセスメントの放電加工機に特徴的な部分だけを例示している。しか

し，この標準報告書（TR）では放電加工機の全ライフサイクルに対するリスクアセスメントの実施例を提

供している。 

 

1 適用範囲 

この標準報告書（TR）は，JIS B 9700，JIS B 9705-1 及び ISO/TR 14121-2 に従った機械のためのリスク

アセスメントの実用的なガイダンスを提供する。JIS B 6032:2016 を開発するために使用された機械の設計，

据付け及び改造に従事する人（例えば，設計者，技術者及び安全の専門家）によって放電加工機及び放電

加工システムの潜在リスクを低減するための方法，手段及び事例を記載する。 

注記 この標準報告書（TR）の対応国際標準報告書及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 

ISO/TR 17529:2014，Machine tools－ Practical guidance and example of risk assessment on 

electro-discharge machines（MOD） 

なお，対応の程度を表す記号“MOD”は，ISO/IEC Guide 21-2 に基づき，“修正している”


